
 

           

 平成１７年１１月１８日 
   各     位 

会 社 名 株 式 会 社 名 村 造 船 所

代表者名 代表取締役社長  名 村  建 彦

（コード番号 ７０１４ 大証 第１部）

問合せ先 取締役兼常務執行役員経営業務本部長

 井 関  延 行 
（ＴＥＬ  ０６－６５４３－３５６１） 

 

業 績 予 想 の 修 正 に つ い て 
 

平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）の業績予想につきまして、下表のとお

り修正いたします。 

 

１．連結業績予想の修正について 
平成１７年９月中間期（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 

（以降の記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております） 

 単  位 売   上   高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 

前 回 発 表（Ａ） 

(平成１７年１０月２０日発表)

百万円 ３９，２００        ２４０   ２５ 

今 回 修 正（Ｂ） 百万円 ３８，９６３ ２５３ △    ３８ 

増  減  額（Ｂ）－（Ａ） 百万円 △   ２３７ １３  △    ６３ 

増  減  率 ％ △   ０．６ ５．６ － 

ご参考：前中間期(H16.9)実績 百万円    ３３，２６３    △    ３７      １０ 

 

平成１８年３月期通期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

 単  位 売   上   高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 

前 回 発 表（Ａ） 

(平成１７年５月２０日発表)

百万円 ７２, ３００    △１，０６０    △１，４６０ 

今回修正予想（Ｂ） 百万円 ７２，３００ △   １００ △   ７００ 

増  減  額（Ｂ）－（Ａ） 百万円 － ９６０ ７６０ 

増  減  率 ％ － － － 

ご参考：前期(H17.3)実績 百万円    ６９，８４２    ５８５      ５４ 

 

  ２．単体業績予想の修正について 

平成１７年９月中間期（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 

 単  位 売   上   高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 

前 回 発 表（Ａ） 

(平成１７年１０月２０日発表)

百万円 ２９，６００ △   ４００    △  ４５０ 

今 回 修 正（Ｂ） 百万円 ２９，６３３ △   ３８６ △  ４４３ 

増  減  額（Ｂ）－（Ａ） 百万円 ３３ １４   ７ 

増  減  率 ％ ０．１ － － 

ご参考：前中間期(H16.9)実績 百万円    ２５，４６８    △   ７０８ △  ４１０  

 

平成１８年３月期通期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

 単  位 売   上   高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 

前 回 発 表（Ａ） 

(平成１７年５月２０日発表)

百万円 ５５, ０００    △２，３６０ △２，３６０  

今回修正予想（Ｂ） 百万円 ５３，９００ △１，４５０ △１，６００ 

増  減  額（Ｂ）－（Ａ） 百万円 △１，１００ ９１０ ７６０ 

増  減  率 ％ △   ２．０ － － 

ご参考：前期(H17.3)実績 百万円    ５３，８１７ △   ６６２   △   ７１６  

 



 

 

３．修正の理由 

    

上記修正の主な理由は、以下のとおりであります。 

 

平成１７年９月中間期（連結）当期純利益の再修正は、連結子会社が連結財務諸表提出会社（当社）と

の株式交換により保有していた当社株式の売却益を、その他資本剰余金に組替えたことによるものであり

ます。 

    

平成１８年３月期通期（連結）業績予想の上方修正の主たる理由は、連結財務諸表提出会社（当社）の

平成１８年３月期通期（単体）の業績予想の修正によるものであります。 

 

売上高につきましては、橋梁・鉄鋼構造物工事において、公共事業量削減あるいは鋼鉄製橋梁の独占禁

止法違反問題発生による発注の延期や受注物件の小型化など厳しい環境となることが想定されますが、円

安傾向に加え、連結子会社の事業環境の好転と営業強化等が期待できることから、ほぼ期初予想通りに進

捗するものと予想しております。一方、損益面におきましては、依然として舶用資機材価格の当初予想以

上の上昇が懸念されますが、昨今の円安傾向とともに、全社一丸となって取り組んでおりますコスト削減

策が軌道に乗り始めたことにより、通期業績予想の修正をすることといたしました。 

 

期初の通期業績予想におきましては、１米ドル当たり１０５円を前提としておりましたが、直近の為替

動向に鑑み、下期は１米ドル当たり１１０円を前提に修正いたしました。下期に竣工引渡しを予定する船

舶の売上に係る未ヘッジ米ドル額は１９百万ドルであります。 

 

 なお、鋼鉄製橋梁工事に関して公正取引委員会からの排除勧告に応諾したことによる業績への影響は不

明であることから、今回の業績予想には反映させておりません。 

  

また、上記予想は本資料の発表日現在において、入手可能な情報に基づき作成したものであり、経済情

勢・為替相場変動によるリスク等不確定要因により、実際の業績は記載の予想数値と異なる可能性があり

ます。 
 
                                              以   上 
 


